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1 札幌市環境基本条例

　札幌市環境基本条例（平成₇年（1995年）12月制
定）は、環境の保全に関する基本理念、市民・事業
者（企業）・市（行政）の責務、施策の基本的な事
項などを定めており、本市の環境行政の基本となる
ものです。この条例には、環境基本計画の策定や環
境影響評価の措置などを規定しているほか、市民・
事業者などの立場から環境の保全に関する協議を行

う「札幌市環境保全協議会」の設置など、市民参加
の仕組みも規定しています。
　また、環境基本条例の基本理念を実現するための
関係条例及び計画は、図₁－₁のとおりです。これ
らの条例及び計画は相互に役割分担しており、札幌
市では、これらに基づき、環境の保全及び創造に関
する施策を総合的に進めています。
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図₁－₁　環境施策に関する主な条例・計画の体系図

７ 　地球環境保全に資する施策を積極的に推進す
ること 温暖化対策推進計画

６ 　エネルギーの有効利用、資源の段階的及び循
環的利用並びに廃棄物の減量を促進すること

５ 　環境に配慮した生活文化の形成を図ること

４ 　自然との豊かな触合いを確保するとともに、
潤いのある都市景観の創出及び保全並びに歴史
的文化的遺産の保存及び活用を図ること

３  　野生生物の種の保存その他の生物の多様性の
確保を図ること

緑の保全と創出に関する条例
緑の基本計画
水と緑のネットワーク整備構想

２ 　森林、緑地、水辺地等における多様な自然環
境を地域の自然的社会的条件に応じて体系的に
保全すること

１ 　市民の健康が保護され、及び生活環境が保全
されるよう、大気、水、土壌その他の環境の自
然的構成要素を良好な状態に保持すること

生活環境の確保に関する条例
環境影響評価条例
水環境計画

環境基本条例

廃棄物の減量及び処理に関する条例
一般廃棄物処理基本計画
産業廃棄物処理指導計画

環境教育基本方針

都市景観条例
都市景観基本計画
文化財保護条例

（�環境基本条例における施策の策定等に係る基本方針） （�主な関連条例・計画）

環境基本計画

1　札幌市環境基本条例
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⑴　計画の概要

　札幌市では、札幌市環境基本条例に基づき、地球
環境を保全し、環境への負荷の少ない持続的に発展
することが可能な都市づくりを総合的・計画的に推
進するため、平成29年（2017年）度を目標年次とす
る「札幌市環境基本計画」を平成10年（1998年）₇
月に策定しました（平成17年（2005年）₃月改定）。
　この環境基本計画では、札幌がめざす環境都市像
として、「環境文化都市」を掲げ、その実現に向け
て「循環型都市」「共生型都市」「参加・協働型都市」
の₃つの環境都市像を設定しました（図₁－₂）。
　また、札幌がめざす環境都市像を実現していくた
め、地球温暖化の防止など15の重点施策を示し、そ
れぞれ市民・企業・行政が協働で取り組む共通の目
標（基本目標）や定量目標を掲げるとともに、具体
的な施策を提示しています。さらに、環境への負荷
を低減するため、市民・企業・行政などの行動指針
を例示しています。

⑵　計画の進捗状況

ア　平成₁₈年（2006年）度に実施した
主な事業

　平成18年（2006年）度に実施した主な事業は、表
₁－₁のとおりです。この表は、各事業を環境基本
計画の体系に基づき整理したもので、本書の第₂章
の施策ごとに示している平成18年（2006年）度に実
施した主な事業に対応しています。

環　境　文　化　都　市

循　環　型　都　市 共　生　型　都　市 参加・協働型都市

重点施策※

1-⑵
2-⑷～⑹

重点施策※

1-⑴～⑷
2-⑴～⑺
3-⑴～⑷

⑴ 地球温暖化の防止
⑵ 森林機能の保全と育成
⑶ 酸性雨（雪）の防止
⑷ オゾン層の保護

※各都市像の実現のための重点施策を示しています。1-⑴は「1地球環境保全のための施策」の「⑴地球温暖化の防止」となります。

⑴ エネルギーを有効に利用する都市の実現
⑵ 環境低負荷型の交通網をもつ都市の実現
⑶ 廃棄物の少ない都市の実現
⑷ 良好な水環境を保全する都市の推進

⑸ 豊かな自然環境に包まれた都市の実現
⑹ うるおいと安らぎのある都市の実現
⑺ 健康で安心して生活できる都市の推進　

１ 地球環境保全の
　 ための施策 ２ 環境保全・創造のための都市づくり施策

推進

推進 推進

⑴ 環境教育・学習活動の推進
⑵ 市民・企業・活動団体等の環境保全・創造活動の推進

⑶ 環境保全・創造に寄与する産業や技術の振興
⑷ 地球環境保全に向けた国際的連携・協調関係の形成

３ 環境保全・創造活動の推進施策

環境保全・創造のための重点施策

実　現

めざす環境都市像

重点施策※

1-⑴～⑷
2-⑴～⑷、⑺

図₁－₂　環境保全・創造のための重点施策体系図

2　札幌市環境基本計画
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2 札幌市環境基本計画

表₁－₁　環境保全と創造に関する主な事業と財政措置（平成18年 （2006年）度）

施策項目 事業名 事業費
（千円） 施策項目 事業名 事業費

（千円）
1　地球環境保全のための施策
1-1　地球温暖化の防止（P24参照） 2-3　廃棄物の少ない都市の実現（P60～62参照）

総合的な温暖化対策の推
進 CO₂削減アクションプログラム事業 45,662 廃 棄 物 の 発 生 抑 制（ リ

フューズ・リデュース）
の推進

生ごみ処理に関する調査 6,669 

1-3　酸性雨（雪）の防止（P28参照） リサイクルプラザ事業 54,122 

監視・観測と情報提供 酸性雨対策調査 1,478 

再生使用（リサイクル）
の推進

資源物リサイクル事業 1,077,426 

1-4　オゾン層の保護（P31参照） プラスチック収集 246,013 

円滑な処理の推進 フロン対策 0 道路廃材等のリサイクル推進 297,998 

2　環境保全・創造のための都市づくり施策
2-1　エネルギーを有効に利用する都市の実現（36、37参照） 下水汚泥のリサイクルの推進 780,119 

エネルギー利用効率の向
上
 

熱供給事業対策 2,155 水道用資機材のリサイクルの推進 98,267 

藻岩浄水場における水力発電の実施 76,300 消防吏員被服に係る再生繊維等の活用 12,228 

直結給水の普及拡大 78 

廃棄物の適正処理の推進

不法投棄防止対策 47,132 

漏水防止作業の実施 198,452 産業廃棄物処理指導計画の推進 2,443 

エネルギー対策体系化事業 4,000 ごみ埋立搬入指導強化事業 10,486 

都市再生プロジェクト推進事業 52,400 有機物の循環的な利用の
推進 環境保全型農業支援事業 2,678 

冬のエネルギー対策の推
進

ロードヒーティング維持管理事業 789,789 

総合的な資源循環システ
ムの構築

清掃工場整備 848,544 

雪対策施設維持管理事業 414,170 ごみ資源化工場整備 10,679 

流雪溝整備（雪対策施設整備事業） 228,644 埋立用地取得 410,155 

融雪施設整備事業（雪対策施設整備事業） 2,460 埋立地整備 66,432 

新世代下水道支援事業
（リサイクル推進事業再生資源活用型） 6,361 粗大ごみ破砕工場整備 13,755 

省エネルギーの推進 ESCO率先導入事業 1,446 さっぽろごみプラン21改定事業 13,375 

新エネルギーの利用促進

太陽光発電等設置モデル事業 18,000 事 業 費 小 計 3,998,521 

風力発電事業性評価業務 2,400 2-4　良好な水環境を保全する都市の推進（P72、73参照）

風車及び太陽光パネルによる自然エネル
ギー啓発事業 864 

水辺環境の保全と創出
水環境計画の推進 6,358 

雪の冷熱エネルギー利用基礎調査事業 7,000 人と自然に優しい川づくり 2,237,960 

都市排熱有効利用基礎調査 41,770 健全な水循環の保全と回
復 浸透式下水道の整備 14,265 

事 業 費 小 計 1,846,289 

水質保全の推進

環境水質監視調査 16,107 

2-2　環境低負荷型の交通網をもつ都市の実現（P45、46参照） 工場・事業所監視 7,472 

人と自転車の共存に向けた取
り組みの促進 自転車等駐車対策推進 3,251 鉱山監視調査 3,465 

公共交通機関の利便性向
上

公共交通を軸とした交通体系の検討 7,448 ゴルフ場農薬対策 946 

パークアンドライド駐車場整備 24,000 水質情報管理システムの運用 27,130 

路面電車活性化の推進 18,000 合併処理浄化槽設置補助事業 2,988 

都心部における交通対策
の推進

都心交通計画推進事業 14,840 公共下水道建設事業（一般整備） 4,880,254 

環境行動計画（EST）モデル事業 5,300 水質改善事業（高度処理、合流式下水道改善） 96,347 

効率的な物流システムの
構築 地場流通活性化事業 5,071 水道水源の保全 273,366 

低公害車の普及促進

低公害車導入事業 12,731 地盤沈下対策の推進 地盤沈下防止対策 5,308 

中央卸売市場構内運搬車低公害化事業 5,604 事 業 費 小 計 7,571,966 

低公害車等購入資金融資あっせん制度 487 2-5　豊かな自然環境に包まれた都市の実現（P81参照）

清掃車両整備（車両の更新） 14,691 自然性の高い森林の保全 森林法改正に伴う森林管理体制の充実（民
有林巡視等調査業務） 1,995 

自動車利用の適正化
さわやかノーカーデー推進事業 2,218 

身近な自然の保全と活用

都市環境緑地取得整備 128,000 

違法駐車防止対策事業 5,133 市民の森整備 0 

自動車からの環境負荷を小さく
する行動の促進 エコドライブの推進 5,504 地域制緑地指定計画 1,764 

自動車騒音対策の推進
沿道環境対策事業（道路交通騒音評価シス
テム構築） 5,765 森林整備地域活動支援交付金 2,425 

沿道環境改善事業（低騒音舗装） 51,100 事 業 費 小 計 134,184 

事 業 費 小 計 181,143 
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施策項目 事業名 事業費
（千円） 施策項目 事業名 事業費

（千円）

2-6　うるおいと安らぎのある都市の実現（P90参照） 3-2　市民・企業・活動団体等の環境保全・創造活動の推進（P108～113参照）

緑の保全と創出

公園造成事業 3,235,424 

市民の環境保全・創造活
動の促進

環境広場さっぽろの開催 3,000 

特別緑地保全地区取得整備 270,000 札幌・環境力・UP事業 4,484 

道路緑化推進事業 172,352 さっぽろごみダイエットメニュー普及事業 0 

マイタウン・マイフラワープラン 5,220 リサイクル推進基金の造成 0 

市民植樹祭 11,667 リサイクル推進事業 14,000 

民有地緑化の推進 1,067 エコイベント推進：移動食器「アラエール号」
事業 0 

公共施設緑化のしくみづくり事業 27,591 ミュンヘン・クリスマス市in Sapporoにおけ
るリターナブル容器の導入 1,957 

美しくうるおいのある都
市景観の創出 都市景観事業 21,110 リサイクルフェア・イベントの開催 0 

事 業 費 小 計 3,744,431 集団資源回収奨励金交付制度 168,332 

2-7　健康で安心して生活できる都市の推進（P101参照） 都市緑化基金造成費補助 104 

大気汚染対策の推進

大気汚染の常時監視（環境監視体制整備事
業） 34,218 まちづくり活動支援事業 600 

降下はいじん量調査 843 市民との協働により進める川づくり 13,521 

アスベスト調査 191 元気なまちづくり支援事業 26,285 

土壌汚染・地下水汚染対
策の推進 地下水水質の常時監視 4,368 地球に優しいまちづくり推進事業 5,655 

騒音・振動・悪臭対策の
推進

悪臭防止対策 1,801 

企業の環境保全・創造活
動の推進

環境マネジメントシステム事業 4,871 

一般環境騒音調査（騒音・振動防止対策） 0 環境影響評価事業 1,306 

化学物質による環境汚染
対策の推進

ダイオキシン類対策 9,212 環境保全行動計画、自動車使用管理計画の
推進事業 2,991 

有害大気汚染物質対策 9,499 ISO認証関連事業 0 

内分泌かく乱化学物質対策 1,113 事 業 費 小 計 247,106

化学物質適正管理推進事業 271 3-3　環境保全・創造に寄与する産業や技術の振興（Ｐ115参照）

事 業 費 小 計 61,516 環境技術を基盤とする地
域産業の創出 エコプロフィット事業 536 

3　環境保全・創造活動の推進施策
3-1　環境教育・学習活動の推進（P104、105参照） 3-4　地球環境保全に向けた国際的連携・協調関係の形成（P118参照）

環境教育・学習プログラ
ムの充実

豊平川さけ科学館管理運営事業 37,081 北方圏諸都市との連携推
進 世界冬の都市市長会の拡充と有効活用 11,855 

下水道科学館管理運営事業 26,534

近隣諸国等との協力推進

環境関連JICA研修員受け入れ 0 

総合的環境教育・学習推進事業 1,415 「水道技術者養成Ⅱコース」「寒冷地水道コー
ス」JICA研修員受入 0 

こどもエコクラブ 0 「下水道維持管理Ⅱコース」JICA研修員受入 0 

円山動物園教育普及事業 13,866 国際的な環境保全の取り
組みへの積極的参加 環境国際協力（ICLEI） 690 

札幌市水道記念館再整備事業 1,029,695 事 業 費 小 計 12,545 

さっぽろ市民カレッジ 0 事 業 費 総 計 18,964,482 

元気なまちづくり支援事業 4,700 ※�表中における事業費は、本市環境基本計画で示した施策に関連する事業費（平成18年
度決算見込み）を試算し、施策体系別に整理したものである。
※指定管理者制度などにより、本市が支出していない事業費については、除いている。
※�普及啓発のみの事業、他事業と重複する事業など、直接的経費を算出できない事業は、
０円としている。� � �
※単位未満切り上げのため、数値が一致しない場合がある。� � �

高齢者教育（南区緑苑大学） 24 

新環境フロンティア事業”こども西区民会
議ネットワーク支援”

300 

人材の育成と連携
環境保全アドバイザー制度 0 

環境教育リーダー制度 0 

環境情報の提供と共有化
の推進

再生品の利用促進及びリサイクルルートの
確保

0 

リサイクル情報の発信 0 

環境報告書（環境会計）の作成・公表 5,490 

環境に関する報告書の作成・公表 0 

事 業 費 小 計 1,119,105 
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2 札幌市環境基本計画

　平成18年度に実施した特徴的な主要事業を紹介し
ます。

ア　さっぽろごみプラン２１改定事業
　札幌市一般廃棄物処理基本計画「さっぽろごみプ
ラン21」の策定後、循環型社会の形成へ向けた関係
法令の整備や国・北海道による各種計画の策定が行
われたり、同プランで計画された取り組みで一定の
成果をあげているものもあることから、平成17年

（2005年）３月に改定された「札幌市環境基本計画」
の方向性にも合わせて、同プランを“いま”に合わ
せた形に見直すことが必要となりました。
　このため、平成17年（2005年）４月から第４期札
幌市廃棄物減量等推進審議会（本会議９回・作業部
会５回・家庭ごみ有料化検討部会４回・起草委員会
３回・グループ会議13回）を開催し、「さっぽろご
みプラン21」をどのように改定すべきか、また、家
庭ごみの有料化について、その実施の是非を含めた
位置づけや具体的な制度内容について、市長からの
諮問を受け、２年間にわたる審議を経て、平成19年
３月に答申が出されました。
　なお、審議の経過や資料などについては、清掃ホー
ムページや「さっぽろごみゼロニュース」などを通
して情報の共有を図りました。

イ　札幌・環境力・ＵＰ事業
　世界に誇れる環境の街さっぽろの実現に向けて、
日常生活の中に環境保全行動のムーブメントが求め
られています。このため、札幌市内の大学生を中心
とした札幌環境力UPプロジェクトを組織し、環境
保全行動の喚起・促進・持続に向けたキャンペーン
やイベントなどを平成16年(2004年)度から3年間に
わたり展開いたしました。平成18年(2006年)度は、
平成17年(2005年)度 に 実 施 し た「DESIGN FUR
OSHIKI EXHIBITION（デザインふろしき展）」に
おける受賞作品の展示希望が相次ぎ、「環境広場さ
っぽろ2006」をはじめとする市内・市外の数多くの
イベントにおいて展示を行いました。
　また、札幌環境力UPプロジェクトと出版社との
協働により、フリーペーパーに本事業の特集記事を
掲載し、ふろしきの挟み込みによる配布を行いまし

た。
　さらに、ふろしきのプレゼントや衣料品店等との
協働によるふろしき持参キャンペーンを行い、ふろ
しきを通した環境に関するコミュニケーションを図
りました。

ウ　ごみ減量アクションプログラム支援事業
　札幌市におけるごみ減量を進めていくために欠か
すことのできない、市民・事業者の主体的な取り組
みを促進し、支援する体制として、「市民・事業者・
札幌市」の協働により、「さっぽろスリムネット」
を平成17年（2005年）３月に設立しました。本市は、
その一員として当該ネットワークの活動に参加する
とともに、行政の立場から活動の支援を行っていま
す。平成18年（2006年）度は、「家庭用廃食油資源
化促進事業」をはじめとする各種ごみ減量事業を展
開し、これらの活動には約9,300名の市民が参加し
ました。
　平成19年（2007年）度も引き続き、ごみ減量事業
の充実とごみ減量実践者の拡大を図っていきます。

エ　CO₂削減アクションプログラム事業
　体系的な地球温暖化対策として平成16年（2004年）
度より３年計画で進めてきました。本事業は、①危
機意識の目覚め、②ムーブメント、③市民・事業者
への波及、④市役所の率先行動の４本柱に属する40
に及ぶ事業群です。最終年度となる平成18年（2006
年）度は、市民への正確な環境情報の提供を図る「環
境マラソン講座」を約920回実施、平成17年（2005年）
２月に開始した「さっぽろエコライフ10万人宣言」
による市民等へのエコライフの呼びかけを実施し、
宣言者の10万人を達成しました。また、環境に配慮
した自動車運転の実践につなげる「エコドライブ研
修会」の開催、新エネルギー利用設備や低公害車の
普及を進める「太陽光発電等融資あっせん制度」の
整備並びに実施、さらに、環境教育に関する基本方
針の改定など新規２事業を含め合計21事業を実施し
ました。
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オ　温暖化対策推進計画の改定
　札幌市環境基本計画に掲げている地球温暖化防止
対策の具体的な推進に向け、平成13年（2001年）５
月に「札幌市温暖化対策推進計画」を策定しました。
その後、平成14年（2002年）の温暖化対策推進法（温
対法）の一部改正、平成17年（2005年）２月の京都
議定書発効を受けた同年４月の京都議定書目標達成
計画策定など、社会的情勢の変化を受けて市民や事
業者、行政の各主体に新たな役割が求められている
ことから、平成19年（2007年）₃月に、札幌市温暖
化対策推進計画を改定しました。
　改定計画は、中間目標年である2010年に向けて、
旧計画の見直しと検証を行なったものです。また地
球温暖化対策推進法第20条に定める「地域推進計画」
として位置付けており、温暖化対策に関わる具体的
な事業は、市民・事業者・行政等が協働で二酸化炭
素削減を目指すこととします。

カ　環境教育に関する基本方針の改定
　札幌市では、平成8年（1996年）に「札幌市環境
教育・学習基本方針」を策定し、その方針に基づく
施策を行ってきましたが、方針策定から10年余りが
経過し、その間、環境教育をとりまく状況が大きく
変化したことから、環境局と教育委員会が共同で「札
幌市環境教育基本方針」として改定を行いました。
　本方針では、環境教育をより実効性のあるものに
するため、テーマと対象の重点化を行いました。重
点化するテーマは「地球環境問題」、また、対象は「子
ども」とし、学校における環境教育を重視すること
としました。
　今後、本方針に基づき、家庭・学校・市民団体・
事業者・札幌市などが協働して環境教育を進めて行
く予定です。

キ　エネルギー対策体系化事業
　行政の率先行動を市民･事業者へ波及させる取り
組みのひとつとして、公共施設へ省エネルギー･新
エネルギー設備を率先して導入し、市民･事業者を
牽引することを目指しています。このため、平成16
年（2004年）より行政が一体となって、公共施設の
タイプ別に導入手法等を体系化して整理し、指針案

を策定しました。平成18年（2006年）度は導入事例
を庁内で共有できる仕組みを作り上げ、導入検討を
容易にしました。今後指針に示すルールにより公共
施設に省エネルギー･新エネルギーを率先して導入
することが期待できます。また、その効果を検証す
る体制を確立し、市民や事業者に情報提供していき
ます。

ク　公共施設・民有地・道路緑化推進事業
　市街地の緑を効果的に増やすために、市民・企業
の緑化活動への支援を重点的に取り組むこととし
て、新たに札幌の木である「ライラック」の植樹育
成を公園や家庭などで進める「リラの花香る街づく
り事業」や、フラワーコンテナの設置、街路樹の複
層化を行う「みどりゆたかな都心づくり事業」など
に取り組みました。
　このほか、これまで行ってきた一家庭一植樹運動
推進事業やマイタウン・マイフラワープラン事業、
学校等における公共施設緑化や、コンテナ樹木等の
緑化・街路樹複層化植栽等の道路緑化事業、記念樹・
つた苗配布、さっぽろふるさとの森づくり植樹祭を
実施し、みどりのボリュームアップを図るほか、市
民の緑化意識の高揚に努めました。

ケ　都心交通計画推進事業
　本市では、人と環境を重視した都心のまちづくり
及び交通の実現を目指し、様々な施策を積極的に展
開しています。
　平成18年度（2006年度）は、環境行動計画ＥＳＴ

（環境的に持続可能な交通）モデル事業の2年次目と
して、都心部の交通状況調査の結果を基に、環境改
善効果の試算を行いました。具体的な交通施策とし
ては、北海道警察や地元商店街と協働で違法駐車防
止の街頭啓発を行ったほか、タクシーの待機場所を
設け、そこから乗り場に配車する社会実験を実施し
ました。また、社会実験を契機に、一部の事業者に
より駐車場から荷物を配送する取り組みがスタート
するなど、一歩ずつ取り組みの成果が現れ始めてい
るところです。
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コ　さっぽろ学校給食フードリサイクル事業
　「さっぽろ学校給食フードリサイクル」の取組は、
環境局、経済局、教育委員会がそれぞれ役割分担し
ながら進めており、この事業を円滑に行うため、関
係者による連絡会議を３回実施しました。
　生ごみ回収は全小中学校305校のうち128校（42％）
で実施し、リサイクル堆肥を使用して栽培した作物
は、とうもろこし、いんげん、春菊、小松菜の4種
類でした。
　この事業を学校教育で取組んで先行事例を蓄積
し、他校で取組む際の参考となるよう生ごみの分別
収集を実施している学校の中から２校をモデル校と
して選定しました。学校関係者を対象に平成19年2
月に開催したモデル校での取組を紹介する報告会で
は、学校給食にリサイクル堆肥を使用して栽培した
作物を各1回使用する他、総合的な学習の時間や特
別活動など様々な教育活動を通じて食育・環境教育
の充実を図り、具体的な効果として、「食べ残しや
偏食などについて考え、給食をしっかり食べるよう
になり残食量が減少した。」「資源の大切さを実感で
きた。」という成果が報告されました。
　平成19年度の計画は、先行事例を蓄積する重点校
を５校とし、リサイクル堆肥を使用して栽培した札
幌産レタスは全校に提供し、生ごみ回収校は50数校
増やす（約60％）予定です。また、連絡会議、報告
会を開催し事業の拡充を図っていきます。

イ　定量目標の達成状況

　定量目標の達成状況は、表₁－₂のとおりです。
　定量目標を達成している項目については、引き続
きその維持、改善などに努めるとともに、達成して
いない項目については、より効果的に施策を推進し
目標の達成をめざします。
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施策の体系 定　量　目　標 定量目標の状況（年の記載がない値は2006年度値）
地
球
環
境
保
全
の
た
め
の
施
策

地
球
温

暖
化
の

防
止 市民１人当たりの二酸化炭素排出量

2010年に1990年の水準よりも₆%削減し、2017年まで
に1990年の水準よりも10%削減することを目標としま
す。

 2004年6.10トン・CO2/人・年 
（1990年5.50トン・CO2/人・年） 
 1990年比10.9%増

オ
ゾ
ン
層

の
保
護

大
気
中
フ

ロ
ン
濃
度

フロン１１
2017年までに大気中フロン濃度を、1997年より低下さ
せることを目標とします。

2006年　250ppt　（1997年　268.3ppt）※1

フロン１２ 2006年　540ppt　（1997年　508.3ppt）※1

フロン１１３ 2006年　 76ppt　（1997年　126.7ppt）※1

環
境
保
全
・
創
造
の
た
め
の
都
市
づ
く
り
施
策

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
有
効
に

利
用
す
る
都
市
の
実
現

市民１人当たりのエネルギー使用量
2010年に1990年の水準よりも₆%削減し、2017年まで
に1990年の水準よりも9.5%削減することを目標としま
す。

 2004年　24.5×106ｋcal/人・年 
（1990年　20.4×106ｋcal/人・年） 
 1990年比20.1%増

太陽光発電設備の導入量 2010年に太陽光発電設備の導入量を9,300ｋWとし、2017
年までに15,500ｋWとすることを目標とします。 2006年度累計　約2,700kW

雪冷熱利用設備の貯雪量 2017年までに雪冷熱利用設備の貯雪量5,580トンとす
ることを目標とします。 2006年度末実績　5,880トン

環
境
低
負
荷
型
の
交
通
網
を
も
つ
都
市

の
実
現

道
路
に
面
す
る
地
域

二酸化窒素に係る環境基準
二酸化窒素に係る環境基準の達成を維持するととも
に、₁時間値の₁日平均値0.05ppm以下の達成を目標
とします。

環境基準適合₅地点（100%）/測定地点₅地点 
₁時間値の₁日平均値0.05ppm以下3地点（60%）

騒音に係る要請限度及び環境基準 すべての測定地点で騒音を要請限度以下にして、環境
基準を達成し維持することを目標とします。

要請限度適合40地点（100%）/測定地点40地点 
環 境 基 準 適 合 戸 数（201,237）戸（86.8%）/ 
対象戸数231,911戸

低公害車普及台数 2010年に低公害車の普及台数を7,600台とし、2017年ま
でに12,000台とすることを目標とします。 2005年度末　3,234台

自動車からの二酸化炭素排出量
自動車からの二酸化炭素排出量削減に向けた取り組
み状況を的確に把握・評価するための手法等を次期計
画改定までに確立します。

今後、検討を進めていきます。

廃
棄
物
の
少
な

い
都
市
の
実
現

札幌市が処理する廃棄ごみ量

札幌市が処理する廃棄ごみ量をごみ発生抑制・リサイ
クルを促進することにより、2014年度までに1998年度
の実績より15%以上減量します。なお、今後改定する

「一般廃棄物処理基本計画」において、新たな目標を
設定します。

 2006年　774千トン 
（1998年　870千トン） 
 1998年比11.0%減　

良
好
な
水
環
境
を
保
全
す
る
都
市
の
推
進

水
質
環
境
基
準
達
成

（健康項目達成率）

公共用水域における水質汚濁に係る環境基準を達成
し維持します。

環境基準適合26地点（100%）/
　環境基準点15地点、補助地点11地点

（生活環境項目（BOD）達成率） 環境基準適合15地点（100%）/
環境基準点15地点

（ダイオキシン類（水質）） 環境基準適合₃地点（100%）/測定地点₃地点

（ダイオキシン類（底質）） 環境基準適合₃地点（100%）/測定地点₃地点

地下水揚水量 2000年度の地下水揚水量約3,900万㎥を基準として、
2017年度までに年間揚水量を約700万㎥削減します。

　　　　2005年度　　3,600万㎥ 
　　　　2000年度　　3,900万㎥ 
　　　　2000年度比　 300万㎥減

多自然型河川の整備延長
多自然型河川の整備延長を、当面2006年度に11㎞とす
ることを目標とします。2006年度以降の目標について
は、達成状況に基づき新たに設定します。（※₅）

　　　　2006年度 11.2㎞ 
　　　　2005年度 10.4㎞ 
　　　　　　　　　　　　0.8㎞増

う
る
お
い
と
安
ら
ぎ
の
あ
る
都
市
の
実
現

市民１人当たりの公園緑地面積
2017年度における市民₁人当たりの公園緑地面積を40
㎡にすることを目標とします。当面は2006年度に26.4
㎡にすることを目標とします。

　　　　2006年度 　　 27.1㎡ 
　　　　2005年度　　　　26.0㎡　 
　　　　　　　　　　　 1.1㎡ 増

多自然型河川の整備延長（再掲）
多自然型河川の整備延長を、当面2006年度に11㎞とす
ることを目標とします。2006年度以降の目標について
は、達成状況に基づき新たに設定します。（※₅）

　　　　2006年度 11.2㎞ 
　　　　2005年度 10.4㎞ 
         　　　　   　　　　0.8㎞増

市民との協働による植樹本数

市民との協働による植樹本数を、当面2006年度に
11,000本とすることを目標とします。2006年度以降の
目標については、達成状況に基づき新たに設定します。

（※₅）

　　　　2006年度　　 51,035本 
　　　　2005年度　　 19,600本 
　　　　2004年度　　 16,000本 
　　　　2003年度　　 9,200本 
　　　　2002年度　　 8,537本　　　

札幌市が好きな理由として「緑が多く
自然が豊かだから」を挙げた人の割合

札幌市が好きな理由として「緑が多く自然が豊かだか
ら」を挙げた人の割合を、当面2006年度に40%とする
ことを目標とします。2006年度以降の目標については、
達成状況に基づき新たに設定します。（※₅）

　　　　2006年度　　　 33% 
　　　　2005年度　　　 34% 
　　　　2004年度　　　 30% 
　　　　2003年度　　　 32% 
　　　　2002年度　　　 33%　　　

表₁－₂　環境基本計画の目標達成状況
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施策の体系 定　量　目　標 定量目標の状況（年の記載がない値は2006年度値）

環
境
保
全
・
創
造
の
た
め
の
都
市
づ
く
り
施
策

健
康
で
安
心
し
て
生
活
で
き
る
都
市
の
推
進

一
般
大
気
環
境

大
気
環
境
基
準
達
成
率

（二酸化硫黄）

大気環境に係る環境基準を達成し維持します。

環境基準適合₇地点（100%）/測定地点₇地点

（二酸化窒素） 環境基準適合₉地点（100%）/測定地点₉地点

（浮遊粒子状物質） 環境基準適合₉地点（100%）/測定地点₉地点

（光化学オキシダント）
環境基準適合0地点（0%）/測定地点₈地点
※ 　環境基準の超過は天然オゾンの影響であり、

人為的な原因によるものではないと言われてい
ます。

化
学
物
質

（ベンゼン） 環境基準適合４地点（100%）/測定地点４地点

（ダイオキシン類） 環境基準適合13地点（100%）/測定地点13地点

有害大気汚染物質指針値達成率 有害大気汚染物質指針値を達成し維持します。 指針適合４地点（100%）/測定地点４地点
地
下
水
環
境
基
準
達
成
率

（概況調査※2）

地下水の水質汚濁に係る環境基準を達成し維持します。

環境基準適合49地点（96.1%）/測定地点51地点

（汚染井戸周辺地区調査※3） 環境基準適合₂地点（25.0%）/測定地点₈地点

（定期モニタリング調査※4） 環境基準適合29地点（43.9%）/測定地点66地点

（ダイオキシン類） 環境基準適合₁地点（100%）/測定地点₁地点

土壌環境基準達成率（ダイオキシン類）
土壌汚染に係る環境基準を達成し維持します。

環境基準適合₃地点（100%）/測定地点₃地点

土壌汚染環境基準達成率 現在のところ、土壌汚染は明らかになっ
ていません。

有害物質取扱事業場における新たな地
下水汚染件数

有害物質取扱事業場における新たな地下水汚染件数
を₀件とします。 ₀件

騒音環境基準達成率（一般環境） 騒音に係る環境基準を達成し維持します。

測定地点₉地点のうち 
昼間（₆時～22時）
　　　₉地点（100%）基準適合 
夜間（22時～翌₆時）
　　　₈地点　（89%）基準適合

環
境
保
全
・
創
造
活
動
の
推
進
施
策

環
境
教
育
・
学
習
活
動
の
推
進

環境関連施設利用者数
環境関連施設利用者数を当面2006年度に140万人とす
ることを目標とします。2006年度以降の目標について
は、達成状況に基づき新たに設定します。（※₅）

【環境関連施設（環境プラザ、リサイクル
プラザ、豊平川さけ科学館、円山動物園
など11施設）】
                2006年度　　　124万人 
                2005年度　　　117万人 
                2004年度　　　111万人 
                2003年度　　　113万人 
                2002年度　　　114万人

環境教育・学習への取り組み状況
環境教育・学習への札幌における取り組み状況を的確
に把握・評価するための手法や体制等を次期計画改定
までに確立します。

今後、検討を進めていきます。

市
民
・
企
業
・
活
動
団
体
等
の
環
境
保
全
・
創
造

活
動
の
推
進

省エネ・省資源行動を実践している市
民登録者数

省エネ・省資源を実践している市民の登録者数を、
2006年度に10万人とすることを目標とします。

【省エネ・省資源を実践している市民登録
者数（エコライフ宣言者数）】
　　　　　2006年度末 127,742人
　　　　　2005年度末 67,380人
　　　　　2004年度末 3,212人

環境マネジメントシステム等導入事業
者数（ISO14001、HES、エコアクシ
ョン21等）

当面2006年度に300件という目標は達成できました。
2007年度は830件を目標に活動しています。

　　　　　2006年度　　　776社 
　　　　　2005年度　　　654社 
　　　　　2004年度　　　607社 
　　　　　2003年度　　　263社 
　　　　　2002年度　　　 75社

環境保全・創造活動全般を総合的に支
援するための情報提供の仕組みや環境
コミュニケーションの状況を的確に把
握・評価するための情報収集の体制等

市民・企業・活動団体等における環境保全・創造活動
全般を総合的に支援するための情報提供の仕組みや
市民・企業・活動団体等の環境コミュニケーションの
状況を的確に把握・評価するための情報収集の体制等
を次期計画改定までに確立します。

今後、検討を進めていきます。

環
境
保
全
・
創
造

に
寄
与
す
る
産
業

や
技
術
の
振
興

札幌独自の環境関連製品やリサイクル
技術等の認定制度

札幌独自の環境関連製品やリサイクル技術等の認定
制度を次期計画改定までに整備します。 今後、検討を進めていきます。

※₁　測定地点の北１条局、伏見局、東月寒局の夏・冬の平均値です。
※₂　概況調査とは、地域の全体的な地下水質の概況を把握するための調査です。
※₃　汚染井戸周辺地区調査とは、概況調査等により新たに発見された汚染について、その汚染範囲を確認するための調査です。
※₄ 　定期モニタリング調査とは、汚染井戸周辺地区調査等により確認された汚染の継続的な監視等、経年的なモニタリングとして定期的に実施する調査です。
※₅　今後の目標については、現在、検討中です。



11　　第₁章　総合的な環境行政の推進

⑶　環境モニターによる調査

　札幌市環境モニター制度は、市民の環境保全に関
する意識や取り組みを把握し、これらを環境保全行
政に反映されることを目的とし、平成11年（1999年）
度から毎年アンケート調査を行なっています。本市
は、この市民評価を活用し、市民意識における経年
変化を見ながら、環境行政の推進に努めていきます。

ア　調査の概要

　平成19年（2007年）9月に札幌市環境モニター（249
名）を対象にアンケートによる環境基本計画の進捗
状況等の調査を行いました（回収数203、回収率
81.5％）。設問項目と評価方法は、表１－３のとおり
です。ここでは、各設問を環境基本計画で示す環境
保全・創造のための重点施策ごとの区分で回答状況
を整理しています。
　
イ　調査結果

ア　札幌市の環境の状況
　「良好な水環境」に関する項目が2.56点で最も評
価点が高く、「豊かな自然環境」に関する項目が2.27
点で最も評価点が低くなっています。また、前年度
と比べると各項目の評価点は、ほぼ横ばいとなって
いますが、「健康・安心な生活」の評価点数は、上
昇傾向を示しています。
　本市の環境の状況は、全体的には「普通（2点）」
よりやや上で、経年的な評価は良くなってきている
と言えます（図１－３、１－４）。

イ　札幌市全体（市民・企業・行政）の取り組み状況
　「うるおい・安らぎ」に関する項目が2.50点で最
も評価点が高くなっています。一方、「市民・企業
活動」に関する項目は、1.87点で最も低く、積極的
な取り組みが求められていると考えられます。また、
前年度と比べると全ての項目の評価点が低下してい
ます（図１－３、図１－４）。

ウ　札幌市（行政）の環境保全施策の実施状況
　「良好な水環境の保全」に関する項目が2.42点で
評価点が最も高く、次に「うるおい・安らぎ」（2.37
点）、「豊かな自然環境」（2.27点）、「廃棄物の減量」

（2.16点）の順となっており、これらの分野におけ
る札幌市の施策が概ね評価されていると考えられま
す。しかしながら、「市民・企業活動の支援」（1.86点）
については、評価点が低く、市の効果的な施策の実
施が強く求められていると考えられます。
　また、「よくわからない」の回答者比率では、「環
境保全の産業・技術開発」が25.1％で最も多く、次
に「国際的連携・協調」が24.1％となっており、こ
れらの分野については、市が行なっている施策の情
報を市民へ積極的かつ具体的に提供することが求め
られていると考えられます。一方、回答者比率が少
ない分野は「環境低負荷型の交通網」（3.9％）、「廃
棄物の減量」（3.4％）であり、これらに関連する項
目については市からの情報発信などにより市民の理
解が概ね得られていると考えられます。（図１－３、
図１－４）

表₁－₃　環境モニター調査における設問項目と評価方法

設問項目 評価方法

ア札幌市の環境の状況
最低点（₀点：悪い）から最高点（₄点：よい）の₅段階で評価し、設問ごとの平均
点を評価点とする。

イ �札幌市全体（市民・企業・行政）の取り組み
状況

同上

ウ札幌市（行政）の環境保全施策の実施状況
同上
（施策の実施状況が「よくわからない」という選択肢を設け、回答者比率で示す）

エ札幌市のこれからの取り組みについて
札幌市が「環境文化都市」を目指すうえで優先的に進めるべきと考える施策について、
16の選択肢（「その他」を含む）からそれぞれ₃つまでを選択し、選択肢の回答者比率
で示す。
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2 札幌市環境基本計画

エ　これからの取り組み
　札幌市が優先的に施策を進めていくべき分野での
回答者比率は、「地球環境保全（地球温暖化の防止・
森林機能の保全と育成・酸性雨（雪）の防止・オゾ
ン層の保護）」が50.5％で最も多く、次いで「環境

低負荷型の交通網を持つ都市の実現」が39.9％、「廃
棄物の少ない都市の実現」が38.9％となっており、
地球規模での環境保全とともに、交通、廃棄物等の
市民の日常生活における取り組みを優先的に行うこ
とが求められています（図１－３）。

設 問 項 目  
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図₁－₃　平成19年度環境モニター調査結果
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図₁－₄　平成12～19年度の評価順位の変化
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3 環境保全行政の推進体制

　札幌市では、環境保全行政を的確に推進するため、
全庁横断的な連絡調整組織の設置のほか、企業、関

係団体、学識経験者、関係行政機関等の連携・協力
による様々な推進体制の整備を図っています。

3　環境保全行政の推進体制

表₁－₄　環境保全行政の推進体制
概　　　　要 委員構成

諮問機関

札幌市環境審議会

　札幌市環境基本条例第29条に基づき設置され、市長の
諮問に応じ、環境の保全に関する基本的事項を調査、審
議している。これまで、環境基本計画の改定や環境影響
評価制度、公害防止条例の改正などについて審議・答申
をしてきた。

学識経験者、関係
行 政 機 関 の 職 員、
札幌市環境保全協
議会委員他

廃棄物減量等推進審議会 　廃棄物の減量及び処理に関する条例に基づき、廃棄物
の減量及び適正な処理に関する事項を審議している。

学識経験者、民間
諸 団 体 の 代 表 者、
公募市民

環境影響評価審議会
　環境影響評価条例に基づき、その権限に属することと
された事項を処理するほか、市長の諮問に応じて、環境
影響評価に関する重要事項を調査、審議している。

学識経験者

札幌市みどりの審議会

　緑の保全と創出に関する条例に基づき、その権限に属
することとされた事項を処理するほか、市長の諮問に応
じて、緑の保全及び創出に関する重要事項を調査、審議
している。

学識経験者、公募
委員

市民・事業者との主な連絡調整組織等

札幌市環境基本計画推進
のための円卓会議

札幌市環境基本計画を総合的かつ効果的に推進するこ
とを目的とし、①基本計画の推進状況の点検及び評価、
②基本計画の推進方策の検討及び協議、③市民・企業・
活動団体・行政の取り組みの連携及び促進、④環境の保
全及び創造に関する情報の共有に関することを所掌事
項としている。

環 境 審 議 会 委 員、
環境保全協議会委
員、環境保全会議
副議長及び幹事長
等

札幌市環境活動推進会議

　環境に資する活動を、市民、事業者、行政が一体となっ
て推進するために設置された組織で、地球温暖化対策推
進に関する本市の施策や、市民・事業者の具体的な取り
組みについて協議を行っている。

学識経験者、事業
者、活動団体、市
職員等

札幌市環境保全協議会

　札幌市環境基本条例第30条に基づき、市民、事業者
が、自らの環境の保全に関する活動を効果的に行うため
の方策、環境の保全に関する市の施策等に関して協議す
る。

事業者、活動団体、
公募市民等

札幌市
自動車環境対策推進会議

　自動車環境対策を推進することを目的に設置されて
おり、環境負荷削減に係る施策を含めた広範囲な内容を
検討している。

学識経験者、関係
業界、市職員

庁内調整組織

札幌市環境保全会議

　環境の保全に関する施策を総合的に推進するため、関
係部局間の連絡調整及び施策の推進に係る重要事項の
検討を行う。
　なお、平成19年8月より、「札幌市環境施策推進本部」
として組織している。

議長（副市長）、関
係局長職、幹事会

（関係部長職）



⑴　概要

　札幌市は平成13年（2001年）度に環境マネジメン
トシステム（EMS）の国際規格であるISO14001の認
証を政令指定都市で初めて全庁で取得しました。本
市では、このシステムを活用して、省資源・省エネ
ルギーなど環境負荷の低減に率先して取り組んでい
ます。

⑵　環境方針

　環境方針は、環境配慮への市長の決意表明であり、
EMS運用にあたっての基本的な考え方、環境目的・
目標の枠組みを示したものです。

⑶　平成17年（2005年）度の
取組成果

　札幌市役所の事業活動における二酸化炭素排出源
は、電力消費が大半を占めており、平成17年（2005年）
度における二酸化炭素排出量は、約264,000tCO₂で、
平成16年（2004年）度比で2.2％、約5,900tCO₂、取組
前の平成11年（1999年）度と比べると13.7％、約
42,000tCO₂削減しています。
　経費削減効果で見ると、平成16年（2004年）度比
で約2億円、同じく平成11年（1999年）度と比べると
16億円の削減となっています。

4　札幌市の環境マネジメントシステム
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図₁－５　二酸化炭素排出量の推移

◇EMS…環境負荷の低減を図るため、PDCA（Plan：計画、
Do：実施、Check：点検、Act：見直し）サイクルを繰り返し、
事業活動を継続的に改善する仕組みです。

₁　環境保全行動への決意

　地球温暖化が進行していったとき、私たちは生き続けることが
できるでしょうか。
　温暖化の進行によって世界の食料生産は大きく減少すると予測
され、お金を出しても食料を買えなくなります。
　食料（穀物）自給率が30パーセントにも満たない日本では、食
料が手に入らなくなり生きていけなくなるのです。
　温暖化とは単に気温が上がることではありません。気候が変動
し異常気象が起こります。既に世界各地で豪雨や干ばつなどによ
り、1998年から99年だけで10億人以上が被害を受けました。
　昨年、ヨーロッパでは何百年に一度といわれる最悪の洪水に襲
われ、今年は熱波と乾燥に見舞われ、多くの人が死んでいます。
　私たちが今のままの生活をしていると、2010年ころから気温が
急上昇し、異常気象や農作物の不作、生態系の破壊などがさらに
深刻化すると言われています。あと10年もありません。
　今すぐ私たちがマイカー利用を少なくしたり、節電や節水など
の省エネルギー行動を起こさないと手遅れになります。次の代の
生存をも危うくするのです。
　私は、札幌市の事業活動を推進するにあたり、環境法令等を守
ることはもとより、環境への配慮を優先して考え、市民・事業者
の皆さんと一緒になって環境保全行動を起こし、継続的に改善を
進めます。
　この市政運営の基本的仕組みとして、国際規格であるISO14001

（環境マネジメントシステム）を活用し、世界に誇れる環境の街の
実現を目指します。

₂　環境保全行動への基本方針
　（₁）各局区等の取り組み
　　 　全ての部局は、所管する事務事業について、その立案から実施ま

での全般にわたり、自らの課題として、環境配慮の考えを組み込む
ことにより行政コストを減らす取り組みを行い、汚染の予防はもと
より環境への負荷を継続的に低減します。

　（₂）環境活動の公表
　　 　この環境方針及び環境活動の成果は、市民に公表するとともに、

市民からの意見を市政運営に反映させるよう努めます。
　（₃）環境配慮の取り組み
　　 　以下の項目について重点的に取り組みます。
　　　①省資源、省エネルギーを推進します。
　　　②廃棄物を削減します。
　　　③環境負荷の少ない製品を積極的に使用します。
　　　④公共工事における環境負荷を低減します。　
　　　⑤委託業務における環境負荷を低減します。
　　　⑥環境汚染の危機管理を徹底します。
　　　⑦市民・事業者の自律的な環境保全活動を支援します。
　　　⑧事業者に対して環境に配慮した事業活動を働きかけます。
　　　⑨環境保全産業の創出を支援します。　　　　　　　　　　　　
　　　　

　　平成15年10月１日 札幌市長　上田　文雄
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４ 札幌市の環境マネジメントシステム

⑷　今後の取組方針

　本市のISO14001は認証取得後6年が経過し、各組織
に環境配慮の取組が定着した結果、大きな節減効果
をあげてきました。現在は、これらの環境配慮行動
による節減の徹底を維持する取り組みを進めていま
す。また、これまで継続してきたEMSの取組を単に
市役所内部に留めることなく、民間事業者等の取り
組みを促す展開を更に積極的に進めていくほか、昨
今、法令順守や社会規範に反する事故・問題が発生し、
社会問題化していることから、環境面における法令
順守についても、EMSの監査等の充実により、大き
な事故や問題につながる前の未然防止の取組を進め
ていきます。
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⑴　札幌市環境影響評価条例

　環境影響評価とは、開発事業等が環境に及ぼす影
響を事業者自らが事前に調査、予測及び評価し、そ
の結果に基づいて環境への配慮を行うものであり、
公害の防止や自然環境の保全、地球温暖化をはじめ
とする地球環境問題への対応等を図るうえで非常に
重要な手法の一つといえます。
　本市では、平成11年（1999年）12月に「札幌市環
境影響評価条例」を制定、平成12年（2000年）10月
１日から施行しています。

　条例の主な特徴は①対象事業を環境影響評価法及
び北海道環境影響評価条例より小規模なものとする
他、大規模建築物、下水終末処理場、土石採取事業、
特定工場を事業種に追加したこと②特に環境の保全
に配慮する必要がある「特定地域」を定め、特定地
域内で第二種事業（必ず環境影響評価の手続きが必
要な第一種事業より、小規模な事業）を行う場合に
は、手続きの要否の判定を個々に行うこと③事業の
計画段階から環境に配慮すべき事項を環境配慮指針
として定め、これに基づく事前配慮を事業者に義務
付けたこと等です。
　図₁－６に環境影響評価条例の手続きの流れを示
します。一連の手続きの流れの中では、市民が事業
者の作成した方法書、準備書等について、環境の保

　条例の主な特徴は①対象事業を環境影響評価法及
び北海道環境影響評価条例より小規模なものとする

5　環境影響評価（環境アセスメント）制度

図₁－６　札幌市環境影響評価制度の手続きの流れ

手
続
き
の
流
れ

事後調査報告書について環境の保
全の見地からの意見を提出できま
す。

　事後調査報告書を作成します。

方法書について環境の保全の見地
からの意見を提出できます。

環境影響評価の手法等を記載した
方法書を作成します。

方法書について環境の保全の見地
からの意見を述べます。

環境影響評価の結果等を記載した
準備書を作成します。

準備書への意見をもとに検討を加
え、評価書を作成します。

準備書について環境の保全の見地
からの意見を述べます。

市　　民 事  業  者

評価書の作成

※第二種事業：環境影響評価の手続きを必ず行う必要のある第一種事業の、約４割の規模を有する事業

準備書の作成

方法書の作成

事前配慮

特定地域での第二種事業
※
の判定

（事後調査）

環境影響評価の実施

特定地域で行う第二種事業について、環境影
響評価手続きの要否の判定を行います。

計画策定段階で、環境への配慮を行
います。

市　　長

準備書について環境の保全の見地
からの意見を提出できます。
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全の見地からの意見書を提出する機会が設けられて
いるとともに、市長は事業者に対し環境の保全の見
地からの意見を述べることとなっています。
　環境影響評価を通じた適正な環境への配慮、良好
な環境の確保のためには、市民、事業者及び市の協
働が不可欠です。

⑵　環境影響評価の手続き状況

　札幌市環境影響評価条例により運用されていま
す。現在までの手続き状況は、表₁－５のとおりで
す。

表₁－５　札幌市環境影響評価条例の手続き状況

No. 事業名 事業者 事業の概要 手続きの進行状況

１
真駒内滝野霊園
拡張事業

㈳ふる里
公苑

条例対象事業
位置：南区滝野80番
地１外
面積：73.5ha

方法書受理 ：平成15年₃月17日
方法書についての市長意見送付・公表 ：平成15年₈月11日
準備書受理 ：平成16年₉月₆日
準備書についての市長意見提出 ：平成17年₂月10日
評価書受理 ：平成17年₅月10日

２
仮称）
屯田・茨戸通

札幌市

条例対象事業
始点：北区屯田町
終点：北区東茨戸
車線数：₄車線
事業延長：5.7km

方法書受理 ：平成15年₄月₄日
方法書についての市長意見送付・公表 ：平成15年₉月16日
準備書受理 ：平成17年₇月21日
準備書についての市長意見提出 ：平成18年₂月２日
評価書受理 ：平成18年３月20日
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　平成19年度に実施する事業のうち、主要なものを
紹介します。

⑴　さっぽろごみプラン21改定事業

　札幌市一般廃棄物処理基本計画「さっぽろごみプ
ラン21」の改定に向け、平成17年（2005年）度から
札幌市廃棄物減量等推進審議会を開催し、審議を
行ってきました。審議会として、「市民意見交換会」
や「シンポジウム」、「公聴会」などを実施し、市民
議論を踏まえ、平成19年（2007年）3月に答申が出
されました。
　平成19年（2007年）度は、この答申に基づき、札
幌市一般廃棄物処理基本計画「さっぽろごみプラン
21」の改定に着手しています。

⑵　�ごみ減量アクションプログラム
支援事業

　
　市民・事業者・札幌市の協働によるごみ減量実践
活動を展開している「さっぽろスリムネット」の一
員として、当該ネットワークの活動に参加するとと
もに、行政の立場から活動を支援していきます。さっ
ぽろスリムネットでは、「生ごみ、紙ごみ、容器包装、
リユース、普及啓発」のごみ減量の５つの重点分野
にプロジェクトを設置し、市の諸政策と緊密な連携
を持たせながら、市民ニーズを踏まえたごみ減量事
業を展開しています。
　平成19年（2007年）度は、新規事業として、「生
ごみ堆肥の拠点回収」や「古繊維製品の資源化に向
けた回収実験」などに取り組み、ごみ減量実践活動
の充実を図り、ごみ減量実践者の輪を拡大していき
ます。

⑶　�CO₂削減普及推進事業

　平成16年（2004年）度から３年間にわたり進めて
きた“CO₂削減アクションプログラム”を評価検証
し、さらなる環境行動の定着やCO₂の削減を目指す

ための後継事業です。このなかで、環境教育の充実
などに重点を置いた普及啓発事業を展開していきま
す。
　具体的には市民のエコライフ推進に向けた①エコ
ライフ行動レポート事業、②環境情報発掘発信事業、
③環境行動推進事業、④市民環境活動支援事業、⑤
エコドライブ推進事業、⑥温暖化対策推進計画進行
管理事業、⑦環境保全活動への企業サポーター募集
事業、そして学校を中心とした地球温暖化に係る環
境教育推進のための⑧環境教育推進事業を実施しま
す。

⑷　「環境首都・札幌」宣言

　平成16年（2004年）度からの₃年間、札幌市では
地球温暖化対策として “CO₂削減アクションプログ
ラム”を進めてきました。
　この取り組みにより市民に浸透してきた環境意識
を、今後は具体的な環境行動につなげていくために、
市民とともに“環境首都”を目指します。具体的に
は、地球環境を守るために目指すべき市民像・都市
像を“さっぽろ地球環境憲章”として制定するとと
もに、世界に向けて発信する具体的な行動を“地球
を守るためのプロジェクト札幌行動”として策定し
ます。
　この“さっぽろ地球環境憲章”の制定にあたって
は、広く各界、各層から参加を募る市民会議を設置
して進めていき、地球環境問題が主要テーマになる
と考えられる2008年の北海道洞爺湖サミットを機会
として、「環境首都・札幌」宣言を行なうとともに、
国内外に向けて発信します。

⑸　�札幌市建築物環境配慮制度の
導入

　住宅、オフィスビルなどの建築物について、その
建築時から、省エネルギー・省資源などの環境負荷
の低減に関する取組を実施することは、地球温暖化
対策に大きな効果をもたらすものです。積雪寒冷地
である本市の地域特性を踏まえ、「環境に配慮した
建築物」の普及・促進を図るため「札幌市建築物環

ための後継事業です。このなかで、環境教育の充実
などに重点を置いた普及啓発事業を展開していきま

6　平成19年度に実施する主な事業
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境配慮制度」を導入します。
　この制度は、5,000㎡以上の大規模建築物を新築
等する建築主が、その建築物に係る環境に配慮した
事項について自ら評価を行い、その結果を本市に提
出することを義務付けるものです。この評価を行う
ためのツール“CASBEE札幌”（建築物総合環境性
能評価システム）は本市が用意します。
　さらに、本市は、提出された評価結果等を市民に
広く公表します。良好な生活環境が確保された持続
可能な都市の実現を目指すものです。
　平成19年（2007年）上期に関係条令等の改正を行
い、平成19年（2007年）11月１日から施行の予定で、
事業者･市民への普及啓発、計画書の届出に伴う業
務を開始します。

⑹　�ESCO（Energy�Service�
Company）率先導入事業

　平成16年（2004年）、北海道・東北地方の自治体
としては、初めて、ESCO事業を市立札幌病院に導
入しました。この事業では、シェアードセイビング
ス方式を採用し、民間の資金と技術を活用した省エ
ネ事業で、光熱水費の削減を一定以上保証するもの
です。平成18年（2006年）₄月に運用開始、平成19
年（2007年）₄月、₁年間の事業成果がまとまり、
着実に効果を上げていることが分かりました。
　平成17年（2005年）には、区役所施設（北区役所・
北区民センター・手稲区役所）に導入され、本市と
しては２例目のESCO事業となりました。平成19年

（2007年）₇月に運用が開始され、現在は、事業拡
大のために、第₃例目のESCO事業の検討に入って
います。更に民間事業者に対しても、ESCO事業の
普及啓発を積極的に進めています。

⑺　�西区民・保健センターにおける
下水排熱暖房利用実証試験

　本市では、エネルギーを有効に利用する都市の実
現に向けて、下水処理水排熱など都市排熱の有効利
用について調査・検討を進めており、この結果を受
けて、平成18年（2006年）度に、琴似流雪溝に送ら

れている下水処理水を利用してヒートポンプを用い
て西区民・保健センターの暖房を行う実証試験に着
手しました。
　実証設備は、平成19年（2007年）度完成・稼働す
る予定であり、平成22年（2010年）度まで二酸化炭
素排出削減効果、省エネルギー性などの検証・評価
を行います。
　この事業は、下水道施設、雪対策施設などの既存
インフラを効果的に活用して省エネルギーを図るも
のであり、今後、実証試験の評価を経て、他の施設
での実施についても検討を進めていきます。

⑻　公共施設・民有地・道路緑化推進
事業

　緑豊かな街づくりのためには、行政・市民・企業
との協働が欠かせないところであり、本市の木であ
るライラックの植樹・育成を公園・緑地のほか家庭
や企業敷地でも進める「リラの花香る街づくり事
業」、フラワーコンテナ設置や街路樹の複層化によっ
て都心の見た目のみどりを増やす「みどりゆたかな
都心づくり事業」、家庭での植樹のための苗木を支
援する「一家庭一植樹運動推進事業」や、歩道美化
等における花苗を市民自らが育成する取り組みを支
援する「マイタウン・マイフラワープラン」のほか、
学校緑化、道路緑化事業、市民植樹祭などを行い、
みどりのボリュームアップを図るとともに、市民の
緑化意識の高揚に努めます。

⑼　都心交通計画推進事業

　本市では、人と環境を重視した都心のまちづくり
及び交通の実現を目指し、さまざまな施策を積極的
に展開しています。
　平成19年（2007年）度は、タクシー、荷さばき、
観光バスなどを中心とした交通施策の推進策につい
て実態調査やヒヤリング調査等を行なって具体策を
検討します。具体的には、タクシーの停車中のアイ
ドリングストップ啓発やタクシー乗り場での客待ち
ルールの検討、路上での荷さばきルールの検討、観
光バスの路上駐車のあり方の検討等を行います。



21　　第₁章　総合的な環境行政の推進

　また、平成19年（2007年）度は、環境行動計画Ｅ
ＳＴ（環境的に持続可能な交通）モデル事業の最終
年度となっていることから、これまで推進してきた
交通施策について、交通状況調査を行なって経年変
化を把握するとともに、環境改善効果の把握を行い
ます。

⑽　�北海道野生動物復元プロジェクト

　円山動物園は、円山原始林、円山川、円山公園な
どの周辺環境も含めた円山エリア全体の環境保護・
生物多様性の確保を行い、市内全域・北海道全体の
自然環境についてのメッセージを世界に発信するこ
とを目的に「北海道の野生動物復元プロジェクト」
を実施し、「オオムラサキ・プログラム」と「オオワ
シ・プログラム」に着手します。
　「オオムラサキ・プログラム」では、札幌の原風景
にあったオオムラサキやオニヤンマなどを復元。親
子でこれらを観察する体験イベントなどを企画し、
動物園を世代間のきずなづくりの場として活用して
いきます。
　「オオワシ・プログラム」は、北海道に生息する希
少動物であるオオワシやシマフクロウを、他の研究
機関と連携しながら動物園の繁殖技術で復元し、鷹
匠技術により飛行訓練を行い、自然界に野生復帰さ
せるものです。


